あかるいしがのかい　　　あかるいしがのかい　　　あかるいしがのかい　　　あかるいしがのかい　　　あかるいしがのかい　　　あかるいしがのかい　　　あかるいしがのかい　　　あかるいしがのかい　
[image: image1.jpg]


[image: image2.emf][image: image3.bmp]
[image: image4.bmp]


あかるいしがのかい　　　あかるいしがのかい　　　あかるいしがのかい　　　あかるいしがのかい　　　あかるいしがのかい　　　あかるいしがのかい　　　あかるいしがのかい　　　あかるいしがのかい　











明るい滋賀県政をつくる会（略称・明るい滋賀の会）


　　　520-0051　大津市梅林１丁目3-30　滋賀県労連内


　　　　電話077-521-2536　　ﾌｯｧｸｽ077-521-2534


　　　　　　　郵便振替口座01090-5-33926


　　　E-mail: � HYPERLINK "mailto:shigaken-roren@aqua.plala.or.jp" �shigaken-roren@aqua.plala.or.jp�（県労連宛）














　被災地がきびしい冬を前にして、懸命に復興をめざしている最中、震災8ヶ月目の11日に野田首相は復興の最大の妨げとなるＴＰＰ参加を表明しました。今月はじめの共同通信の世論調査では、ＴＰＰ参加の影響を政府は「説明していない」が78.2％。11日の記者会見でも「数多くの懸念があることは十二分に認識している」と言いながら、国民の懸念には何らこたえず、アメリカの要求にこたえて、「国のかたち」を変えるＴＰＰ参加に踏み出したのです。私たちはこの亡国・売国の政治に怒りをこめて抗議するとともに、参加表明の撤回を求めます。


　大手新聞はひどいもので、原発の「安全神話」をふりまいたことへの反省もなく、ＴＰＰ参加をあおりました。しかし、全国各地で大規模な集会やデモが行われるなど、農協や消費者団体、医療関係者などの共同の運動が急速にすすみました。県内でも県民要求実現実行委員会が呼びかけた11.2ＴＰＰ反対昼デモに農協中央会のみなさんが参加。農協と日本共産党ののぼり旗がいっしょにデモ行進するという、自民党政権の時代にはおおよそ考えられなかった光景でした（働きかけに行った私たちも積極的な姿勢にびっくり）。


　日本共産党も国会論戦を通して、ＴＰＰ参加は①被災地の








TPP反対昼休みデモ・１１月２日(本文は表面)





　第５７回滋賀県母親大会を、県内各地から１３００人の参加のもと、１０月３０日（日）八幡小学校で開催しました。


　分科会は県内各地域・団体の運動、また個人の要求をテーマに２６つくられました。分科会は母親大会の柱です。参加者が主人公となる話し合いの広場です。


　「参加したい分科会ばっかりで、体がいくつあってもたらんわ」と言いながら、魅力的な分科会に入った人、「いっぱいしゃべれて気持がスーとした。もうクヨクヨせんと明日からは頑張ろうと勇気がでた」と感想を語り、帰途につかれたときの眼はキラキラと輝いていました。


　「安斎先生の話が聞きたい」と、男性の参加も多かった今年の全体会、「印象に残る話でよくわかった」と、みんなの関心にこたえていただけた講演。「心の底にドーンと響いて、戦争・核をなくす運動に『私も参加して頑張るぞ』と決意を新たにできた歌声だった」という人も生れた、きたがわてつ
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11月8日、大津市内で「福井原発訴訟を支える会」の結成総会が約80人の参加で行われました。この会は、8月2日に大津地裁に申し立てられた「福井原発再稼働禁止仮処分申請」、11月8日 の「敦賀原発再稼働禁止仮処分申請」等の福井県内原発に対する裁判において原告勝利を勝ち取るための支援活動を行うことを目的とするものです。


　総会では、代表委員に選出された辻義則氏が、会の結成に至る経過を報告。「法廷闘争の主戦場は法定外にあり」という若き日の吉原弁護士の言葉を引用しながら、勝利を勝ち取るまで宣伝、学習を行いながら財政的にも訴訟を支える活動を展開することとし、すでに160名を超えた会員を大きく拡大することを訴えました。


　続いて、弁護団を代表して、吉原稔弁護士と井戸謙一弁護士が仮処分申請の現状と到達点について報告。まず、吉原弁護士は、福島原発事故で明確になったのは、原発の安全指針が失効したことであり、このことを軸にして闘うが、これだけで勝てないので福井原発の安全性そのものを問題にしていくと説明。続いて、裁判官として志賀原発訴訟で住民勝訴判決を下した井戸弁護士は、その時の感想として、電力会社のコスト優先の姿勢に問題を感じたこと等にふれながら、日本全体としては、東海、東南海の次に若狭地域の地震発生確率が高いと言われていると地震発生の危険性を指摘。さらに、若狭の原発は30年以上たち老朽化していること、当初計画では40年のところを60年使用しようとしていること、





この場合、脆性破壊のテストピースは40年を想定した数しか用意していないので安全性が評価できない状態となる等の問題を指摘し、安全性を争点とするとしました。


　その後、参加者から質疑応答を行い、規約の確認、役員選出を行い総会を閉じました。選出役員は次のとおり（敬称略）。会長　福田章典（医師）、代表委員　吉原稔、井戸謙一、畑昭郎（元大阪市大教授）、熊谷直道、辻義則（原告団長）
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復興への最大の妨げになること、②日本の農業に壊滅的な打撃をあたえ、食料の安定供給が破壊されること、③食の安全から医療・金融など国民生活のあらゆる分野でアメリカの要求がごり押しされること、④日本経済自体がアメリカに取り込まれて縮小し壊されることを明らかにし、全国のたたかいと呼応して県内各地で「亡国のＴＰＰ、参加するな」と訴えました。


　民主党政権はこのＴＰＰ参加でまた国民を裏切りました。しかし、裏切られても新しい政治を求める国民の運動は止まらないし、私たちとの共同も広がっています。野田首相が参加表明したからといって、日本がすぐに交渉に加わるわけではありません。すでに参加している9ヶ国の同意が必要であり、一番高いハードルがアメリカです。理不尽な対日要求をのまなければ参加できないのです。関税撤廃とともに対日要求の一つひとつが明らかになれば国民との矛盾は広がり、国民的な怒りと批判は激しいものとなるでしょう。たたかいはこれからがいよいよ重要です。私たちは国民的共同のさらなる発展を呼びかけ、ＴＰＰ参加を何としても阻止するために全力を尽くす決意です。


坪田　五久男（日本共産党滋賀県委員会国民運動部）








さんのうたとトーク、今年も¨集まれば元気、話し合えば勇気¨の母親大会となりました。


　８カ月前、未曾有の大災害を、真っ向から被られた福島の被災者の発言、支援活動に参加された民医連の報告には「胸が痛くなり涙がとまらなかった。被災地のみなさんとの絆を強めて、来年も会えるように、復興支援にもっと頑張ろう」などの感想が、多くの参加者から力強く語られました。また父親センターの支えの心強さ「うちの父さんも定年になったら仲間に入れてもらおう」の声が、母さんたちの代表的なものとして届いています。４号まで作られた大会の速報を手に「これで今日のことをみんなに報告できるわ、来年の草津には、もっとぎょうさんつれて参加します」と再開を約束しての閉幕となりました。


　　　　　


北島　やゑ子（滋賀県母親大会連絡会事務局長）





労働組合や住民団体でつくる県民要求実現実行委員会による自治体キャラバンが、今年は１１月１日の大津市を皮切りに１７日までの日程で行なわれ、１４日までに草津市を除く１８市町に対して行なわれました。私は、１４日までに１５自治体を訪問しましたので、その感想を報告します。


　今年のキャラバンの特徴的な要求は、３月１１日からの「脱原発・自然エネルギーへの転換」であり、これを各自治体にどう要望するかが重要となりました。愛荘町の村西町長は、福島の事故を考えると隣の福井原発の再稼動は許せないと表明するとともに、当面、町内６千世帯中１千件の太陽光パネル助成が目標と語りました。また、北川甲良町長などからも脱原発への強い思いが話されました。一方で、いくつかの自治体では、「脱原発だが、自然エネルギーの見通しがないなかでは、市民生活に責任を持つ行政として、すぐ原発をなくせとはいえない」という説明が行なわれ、要請参加者が「本当に市民生活に責任をもつならリスクの高い原発はすぐなくすべきだ」「そういう立場にたたなければ自然エネルギーへの転換も進まない」などの意見がだされました。


また、自然エネルギー転換は、太陽光の他は模索中との回答が多く出されましたが、東近江市が太陽光キロワットあたり市独自の市内商品券２万円を助成、竜王町がＬＥＤ電球への取り替え世帯に３千円の補助をしていることなどが注目されました。


　昨年、初めて要求内容に入れた学校普通教室等へのエアコ





ン設置が、今年は大きく前進しました。昨年の要請後、草津市、近江八幡市、野洲市、竜王町、愛荘町、多賀町などが設置工事や方針化を行い、これで既存の豊郷町、甲良町に加え、近年中の完了をめざしている東近江市、設置検討の大津市などを含めると設置市町が半数を超える状況となってきました。


　公契約条例制定と住宅リフォーム助成の実施要求も、市町との議論がかみ合うようになってきました。公契約に関わっての入札制度改善で、近江八幡市が、入札会社と下請会社の契約書提出を求めることにしたと説明しました。住宅リフォーム助成では彦根市などが、申請が多いので補正予算対応をしているが、地域の仕事おこしなどに役立っているとしました。


　他にキャラバンでは、ＴＰＰ参加、県立高校の統廃合、ヒブワクチン等の公費助成による接種、子どもの医療費無料化、中学校給食の実施、税滞納整理の実態などの切実な要求で活発な意見交換が行われました。


　いま景気悪化が続き、貧困と格差が拡大する中で、生活が厳しさを増しています。こうしたなかで、住民の安心、安全、福祉の向上を責務とする自治体の役割は大きくなっています。野洲市の山仲市長は、既存の民営化方針を見直し、子ども園と学校給食は、直営化を堅持したいと語りました。民営化などによる財政効率化のみが「市民要求」との意見があるなかで、行政の責務と役割を考える上で注目すべき動きです。





　　　　　　　今村　伸治（滋賀県労働組合総連合事務局長）











